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項 目 主な意見 備 考

計画単位・
関係者調整

① フルプランでは流域単位で水需給や対策を考えているが、今回、全国を対象とした時に
水需給バランスが偏在していると思われ、どういった計画単位で議論していくのか。複数
の自治体が関わってくる場合、広域連携・調整が必要となるが、どのような枠組みを考え
ているのか。

② 気候変動や水需要、大規模災害等を踏まえ、水道計画など見直しを考えていると思うが、
地方自治体や事業者単体では限界がある。流域治水のように流域単位又は地域単位で
発電も含めた利水協議が必要であり、国が音頭をとって進めていただきたい。

③ あらゆる関係者が連携した水利用の高度化は、理想的ではあるが渇水が厳しい地域で
は実際には難しくて調整できないので、そこに手を差し延ばす（具体策を示す）必要がある。

本資料P6

本資料P6

本資料P7

気候変動影響
に関する

技術的課題

④ 低水流量は流量規模が小さく、高い精度が要求され、現在の技術だけでは適切な予測
が難しい。具体には、地下水と一体化したモデルでないと厳しい渇水の時の状況は把握
できない。このため、方向性を出す際には、技術開発の重要性についても盛り込んでほし
い。

⑤ 気候変動による渇水への影響としては、積雪が減る影響は明らかだが、現時点では明
瞭なシグナルは見えていない。よって、気候変動の水資源への影響については、「定量的
な評価が困難」というよりも「明瞭で重大な変化は現時点では探知されていない」という方
が適切ではないか。

⑥ 積雪深の変化は気になるところであり、雪国でこれからの水資源を考える上で予測技術
の向上を期待している。

第20回調査企画部会における主な意見と対応等

あらゆる関係者が連携した高度な水利用（１／３）

※注 第20回調査企画部会及び部会後の意見を事務局で要約、分類
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項 目 主な意見 備 考

水の安定供給

⑦ 半導体の製造だけでなく半導体を使う製品の製造に至るサプライチェーンの重要性を考
えたときに、半導体産業への水供給が利水安全度1/10だけでよいのか、逆に特定の産業
だけのために利水安全度を上げることが社会通念上適切かについて検討する必要がある。

⑧ 昔と違って、都市部で渇水が生じると都市機能の麻痺に繋がることから、少なくともフル
プラン水系については、ワーストシナリオへの対応を国の方で考えていく必要がある。

⑨ 沖縄など重要な島しょ部は、渇水時の他地域からの支援が難しいため、フルプラン水系
と同様の検討が必要である。

本資料P8

本資料P9

本資料P10

水の有効利用

⑩ 水の量の観点に絞っていると感じたが、再生水や雨水利用を含めて質にも着目したカス
ケード的な高度な水利用も議論してよいのではないか。

⑪ 限られた水資源を利用する上では、one wayで利用するだけでなく、上下水道排水、産業
排水、発電を含めて、水を繰り返し利用できるような体制を整えていくことが重要ではない
か。

本資料P11

本資料P11

あらゆる関係者が連携した高度な水利用（２／３）
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※注 第20回調査企画部会及び部会後の意見を事務局で要約、分類

第20回調査企画部会における主な意見と対応等



項 目 主な意見 備 考

広報・教育・
啓発等

⑫ 国民を始めとするエンドユーザーがリスクを認識することが重要であるが、近年は大規
模な渇水が生じていないため、渇水が身近なこととして捉えられておらず、広報の仕方を
考え、工夫した取組を積み重ねる必要がある。節水については、大型イベントに際して節
水ガイドラインを周知することも考えられる。

⑬ 今後、渇水リスクの増大や地域的な変動も考えられるので、渇水リスクの認知を上げて
いく必要がある。その際には、リスクだけではなく、感応性（影響の深刻さなど）や適応能
力（代替水源や地域的な備えなど）も示すのが有効ではないか。

⑭ 渇水リスクについて、学校教育にどのように組み入れられているのか。

⑮ 昨今の急激な社会変化を「水資源」の観点から考えてみるきっかけを提示することで、経
済安全保障も食料安全保障も水の安定供給の上に成り立っていることが理解されるので
はないか。

⑯ 危機対応力を高めるためにも、ワーストシナリオを描き、公共私の連携や役割分担を念
頭に、全ての当事者が自身の観点から考え、行動できる環境を準備していくことが必要で
ある。

本資料P12

本資料P12

本資料P13
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あらゆる関係者が連携した高度な水利用（３／３）

※注 第20回調査企画部会及び部会後の意見を事務局で要約、分類

第20回調査企画部会における主な意見と対応等
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項 目 主な意見 備 考

維持管理
① 他のインフラ同様に老朽化が進んでおり、長期的な維持管理計画で進められているが、

全国的な水インフラの状況はどのようになっているか。
本資料P14

リスク管理

② 複線化や取水口の追加は、費用がかかり難しいので、財源も含めた実現性を踏まえて、
方向性を示す必要がある。

③ 東京では、利根川・荒川中流と江戸川下流の大きく分けて２つの取水口があるが、１つ
がダメになった時にいかに対応するかを、利水者だけでなく河川管理者や他の関係者とも
議論することが重要であり、具体的なリスクを想定し、具体策に踏み込んだ計画づくりが必
要である。

④ 平時から事業者間で協力体制を構築し、BCPに反映することが有効である。

⑤ 事故対策や水道システムの省エネが見込まれるような取水地点変更に伴う水利権変更
については、柔軟な対応を期待したい。【部会後意見】

本資料P15

本資料P16

本資料P16

本資料P17

大規模災害・事故等における最低限の水の確保

※注 第20回調査企画部会及び部会後の意見を事務局で要約、分類

第20回調査企画部会における主な意見と対応等
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全般

※注 第20回調査企画部会の意見を事務局で要約、分類

項 目 主な意見 備 考

経営・コスト

① 今後の社会変化を考えると、水需要の変化だけでなく、インフラの維持管理コストがかか
るので、インフラの峻別が必要となる。維持管理に対する社会のコスト負担についても盛り
込んでほしい。

② 水道事業者を例にすると、人口減少で１人当たりの負担が増加し、量が確保できても経
済的なリスクは高まると考えられ、コストのリスクマネジメントが重要であり、水資源政策に
位置付ける必要がある。

③ 気候変動などのリスクが顕在化する中で、既存ダムの柔軟な貯水池運用や容量配分の
見直しに関する議論が進むことは非常に重要である。また、これにより利水者の経営改善
につながれば、水インフラの老朽化対策にもつながるのではないか。

④ 利水と治水を弾力的に運用するにあたって、建設時の費用アロケーションがあるので、
その点も利水者に理解してもらうよう話をする必要がある。

本資料P18

本資料P18

本資料P18

※注 第20回調査企画部会及び部会後の意見を事務局で要約、分類

第20回調査企画部会における主な意見と対応等



第20回調査企画部会における主な意見と対応等

地域の実情や有効活用の内容によって、あらゆる関係者の範囲が異なってくるが、流域単位を基本に、流域内のダム使用
権等を有する全ての事業者、河川管理者及び施設管理者（河川管理者又は施設管理者のいずれかが中心となる）を想定
している。

水供給範囲が流域外にも及ぶ場合は、関係者は流域外まで含めた広域的なものとなる。
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（計画単位・関係者調整）
① フルプランでは流域単位で水需給や対策を考えているが、今回、全国を対象とした時に水需給バランスが偏在していると

思われ、どういった計画単位で議論していくのか。複数の自治体が関わってくる場合、広域連携・調整が必要となるが、どの
ような枠組みを考えているのか。

② 気候変動や水需要、大規模災害等を踏まえ、水道計画など見直しを考えていると思うが、地方自治体や事業者単体では
限界がある。流域治水のように流域単位又は地域単位で発電も含めた利水協議が必要であり、国が音頭をとって進めてい
ただきたい。

（１）氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
国、県、市、利水者、企業、住民

（２）被害を減少させるための取組
国、県、市、企業、住民

（３）被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
国、県、市、企業、住民等

＜施設単位＞
①施設管理者（当該施設を管理する事務所）
②水道用水事業者（県企業局、市町村、企業団など）
③工業用水事業者（県企業局など）
④農業用水事業者（県農林部局、土地改良区など）

国（河川管理者、各用水関係省庁）
流域内の関係県（各用水部局）
発電事業者
施設管理者（当該地域を管轄する部局）

＜流域単位＞

流域治水の枠組み

渇水調整の枠組み

流域内における関係者のイメージ
（番号は右の渇水調整の枠組みに対応）

①

①
④

②③

流域界

①

①

＜エンドユーザー＞
市町村、企業、住民
供給先企業
農家



水需給
バランス

評価手引き
（仮称）

渇水が厳しい地域における高度な水利用に係る調整を図る方策については、継続検討課題とし、そのためにも、まずは、潜
在的に水供給力が高い事業者と水需給がひっ迫している事業者や需要の増加が見込まれる事業者等が存する地域にお
ける方策を検討・推進したい。

具体的には、事業者個々において水供給の実力を把握した上で、施設管理者や各用途の事業者のみならず、新たな水イ
ンフラのニーズを持つ事業者等のあらゆる関係者が連携し、地域全体の水需給の状況や水力発電の促進、洪水調節機能
の強化等における課題を情報共有するとともに、地域の実情に応じた水インフラの活用について、関係者間で調整を行う枠
組みを構築する。

そのためのツールとして、｢水需給バランス評価手引き(仮称)」を作成･提供することで、事業者個々の供給実力の把握を支
援する。
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（計画単位・関係者調整）
③ あらゆる関係者が連携した水利用の高度化は、理想的ではあるが渇水が厳しい地域では実際には難しくて調整できない

ので、そこに手を差し延ばす（具体策を示す）必要がある。

供給可能量

水

量

需要推計
（高位）

需要推計
（低位）

供給可能量

水

量

需要推計
（高位）

需要推計
（低位）

治水
気候変動対応

発電事業者
CO2削減

＜既存ダム等の柔軟な利活用の推進のイメージ＞

議論の土台となる事業者毎の
水需給バランスを適切に評価
（供給実力の把握）

水需給バランスを適切に評価し、
柔軟な利活用の議論や調整がで
きるよう、手引きを通じて支援

事業者A
供給力が高い

事業者B
供給力が低い

ダム事業参画者の実情を共有し、
それを踏まえた協議・調整

支援
需要の
増加

水需給のひっ迫

第20回調査企画部会における主な意見と対応等

事業者：ダム使用権等を有する事業者
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（水の安定供給）
⑦ 半導体の製造だけでなく半導体を使う製品の製造に至るサプライチェーンの重要性を考えたときに、半導体産業への水
供給が利水安全度1/10だけでよいのか、逆に特定の産業だけのために利水安全度を上げることが社会通念上適切かにつ
いて検討する必要がある。

水供給の検討にあたっては、河川の低水管理を適切に行うための基準となる河川基準点において正常流量を満足しかつ、
一般に10年に１回程度発生する規模の渇水を対象に安定した取水が行えるよう水資源開発しており、水系毎に一貫した利
水安全度が確保される計画となっている。

国土強靱化基本計画では、「異常渇水等による用水供給途絶に伴う生産活動への甚大な影響」へ対応するため、危機時の
代替水源の確保や持続的な地下水の保全・利用及び雨水・再生水利用を推進、用途を横断した相互融通、バックアップ体
制の事前構築などが示されている。

例えば、災害拠点病院では、上水道以外の水源（地下水や工業用水）の確保や受水槽による断水対応能力の向上、水道
事業者との事前調整による給水車の確保、病院間での飲料水等の支援協定などの対策が検討されている。

＜水源の多系統化の事例＞

【出典】東京都水道局ＨＰ

＜災害拠点病院の受水槽の設置事例＞

【出典】内閣官房 「防災・減災、国土強靱化のた
めの３か年緊急対策の事例」

第20回調査企画部会における主な意見と対応等



○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（水の安定供給）
⑧ 昔と違って、都市部で渇水が生じると都市機能の麻痺に繋がることから、少なくともフルプラン水系については、ワーストシ
ナリオへの対応を国の方で考えていく必要がある。

小石原川ダムの貯水池容量配分

渇水発生時には、病院診療への影響、水力発電停止に伴う電力不足、飲食業店等の営業停止、家事（炊事、洗濯等）及び
日常生活（風呂、トイレ等）への影響など多大な被害の発生が想定される。

これまで、リスク管理型に変更したフルプラン水系（５水系）では、既往最大級の渇水時の水需給バランスについても点検す
るとともに、供給の目標として、既往最大級の渇水時に「生活・経済活動に重大な影響を生じさせない必要最低限の水を確
保すること」を位置付け、事前の対策や柔軟な対応について示している。

また、筑後川水系の小石原川ダムなど、計画規模の渇水を上回る、異常渇水時の緊急水の補給を目的とした「渇水対策容
量」を有するダムについても整備している。
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不特定用水 11,700千ｍ3

水道用水 4,600千ｍ3

利水容量 16,300千ｍ3

渇水対策容量 18,700千ｍ3

洪水調節容量 4,100千ｍ3

堆砂容量 900千ｍ3

生活・経済活動に重大な影響を生じさせない給水状況

第20回調査企画部会における主な意見と対応等
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（水の安定供給）
⑨ 沖縄など重要な島しょ部は、渇水時の他地域からの支援が難しいため、フルプラン水系と同様の検討が必要である。

沖縄県企業局の水源は、ダム水・河川水・地下水・海水淡水化水の4種類であり、令和３年度では88.6%をダムが占めている。
近年大きな渇水には見舞われていないものの、大きな水源に恵まれていないこと、降水量や降水時期の偏りなどから安定
的に水源を確保するには厳しい環境となっており、水源の特徴に応じた取水順位やダム運用ルールに基づいて効率的な運
用に努めている。

島しょ部では、高コストの海水淡水化施設による水源の確保を余儀なくされている。

沖縄本島においては、東西導水施設による二重化・水源水量の相互融通により、離島においては、可搬型海水淡水化装置
の導入により、渇水や災害、事故等に強い安定した施設作りを行っている。

【水源別取水量】

【出典】沖縄県企業局、令和4年パンフレット

【出典】内閣府 沖縄総合事務局（令和5年2月）沖縄地方ダム等管理フォローアップ委員会 金武ダム定期報告書（概要版）に水資源部で加筆

辺野喜ダム※

福地ダム※

羽地ダム

金武ダム

大保ダム

漢那ダム

新川ダム※

普久川ダム※

安波ダム※

山城ダム

倉敷ダム
(県企業局)

(県)

※：調整水路で連結され、５ダムの連携により効率的な水運用が行われている。

第20回調査企画部会における主な意見と対応等



気候変動の影響の顕在化等、水資源を巡るリスクが懸念される中で、限られた水資源を高度に利用するに当たって、カスケード型※

の高度な水利用は重要。 ※：水の質に応じて水資源を繰り返し利用

雨水・再生水を例にすると、平成27年3月答申及び平成29年5月答申において、その利用の促進を図っていくことの重要性が示され
ており、フルプランでは、雨水・再生水の更なる利用に向けた技術開発等の推進や活用の推進を位置付けてきた。

しかしながら、国内の下水処理水の再利用率は、全下水処理量の約１％に過ぎないことから、 引き続き地域の幅広いニーズや質
（エネルギーを使わない利用等を含む)などの状況に応じた活用を推進する。

一方、企業における水の再利用は進んでおり、工業用水の回収率については、約80％と高い値で推移している。
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（水の有効利用）
⑩ 水の量の観点に絞っていると感じたが、再生水や雨水利用を含めて質にも着目したカスケード的な高度な水利用も議論し

てよいのではないか。
⑪ 限られた水資源を利用する上では、one wayで利用するだけでなく、上下水道排水、産業排水、発電を含めて、水を繰り返

し利用できるような体制を整えていくことが重要ではないか。

＜令和元年度用途別の下水処理水再利用状況＞
【参考】今後の水資源政策のあり方について(平成27年3月答申)
Ⅲ-2-(3)雨水・再生水の利用
○平成26年(2014年)5月1日に施行された「雨水の利用の推進に関す

る法律」に基づき、国及び独立行政法人等が建築物を整備する場
合における自らの雨水の利用のための施設の設置に関する目標の
設定や基本方針を策定し、雨水の利用を推進すること。

○雨水・再生水利用について、利用形態に応じた技術基準や規格の
標準化を図るなど、普及促進に向けた取組を推進すること。

○再生水については、技術の開発や実績の積み重ねにより、多様な
用途に活用できる重要な水資源となりつつあり、地域のニーズ等
状況に応じ、計画的な活用を推進すること。

【参考】リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画
のあり方について(平成29年5月答申)
（雨水・再生水の利用の促進）

平常時の利用に加えて、緊急時における代替水資源、健全な水環
境の維持又は回復等の環境資源及び下水熱の有効利用等によるエ
ネルギー資源として、雨水・再生水の更なる利用の促進を図って
いくことが重要である。特に雨水については、「雨水の利用の推
進に関する法律」が定められ、水資源の循環の適正化に係る取組
の一環として、雨水の利用を推進し、水資源の有効な利用を図る
こととされている。

第20回調査企画部会における主な意見と対応等

＜工業用水の使用量等の推移(従業者30人以上の事業所についての数値)＞
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【出典】令和4年版日本の水資源の現況をもとに水資源部で作成
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（広報・教育・啓発等）
⑫ 国民を始めとするエンドユーザーがリスクを認識することが重要であるが、近年は大規模な渇水が生じていないため、渇

水が身近なこととして捉えられておらず、広報の仕方を考え、工夫した取組を積み重ねる必要がある。節水については、大
型イベントに際して節水ガイドラインを周知することも考えられる。

⑬ 今後、渇水リスクの増大や地域的な変動も考えられるので、渇水リスクの認知を上げていく必要がある。その際には、リス
クだけではなく、感応性（影響の深刻さなど）や適応能力（代替水源や地域的な備えなど）も示すのが有効ではないか。

＜過去の大規模渇水時の生活・社会経済活動への影響例＞

〇平成6年渇水（松山市、佐世保市）
・病院患者への治療・手術水の確保（透析時間の短縮等）。
・トイレの一部閉鎖、くみ置き水による対応。
・断水中に初期消火できず延焼拡大。

〇平成6年渇水（香川県）
・ホテル・旅館の宿泊客大幅減。
・理髪店の洗髪支障、飲食店の臨時休業。
・32日間、5時間給水が継続。

〇令和2年断水（静岡県清水区）
・トイレ、風呂が使用不可。
・宿泊施設のサービス提供困難による営業停止。
・食品会社の製造困難による営業停止。
・区内病院の透析治療困難による転院対応。

渇水発生時には、病院診療への影響、水力発電停止に伴う電力不足、飲食業店等の営業停止、家事（炊事、洗濯等）及び
日常生活（風呂、トイレ等）への影響など多大な被害の発生が想定される。

フルプラン水系での過去の渇水被害や対応状況等を整理し取りまとめ、HPへ掲載（渇水情報総合ポータル等）するなど、渇
水リスクの認知を上げる効果的な広報手法について検討する。

＜首都圏渇水時の影響例＞

【出典】関東地方整備局HPをもとに水資源部で作成

【出典】報道発表資料をもとに水資源部で作成

第20回調査企画部会における主な意見と対応等
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○あらゆる関係者が連携した高度な水利用（広報・教育・啓発等）
⑭ 渇水リスクについて、学校教育にどのように組み入れられているのか。

小学校学習指導要領において、小学４年時に水資源や節水に関わる連携や協力について、学習することが位置付けられ
ている。

自治体によっては、小学校でよりわかりやすく学習できるよう、小学校４年生を対象とした、当該地域の水に関する話を盛り
込んだ社会科副読本を作成している例が見られる。

小学校学習指導要領（平成29 年告示）解説（社会編）
平成29年７月 文部科学省
第３章 各学年の目標及び内容
第２節 第４学年の目標及び内容
(1)（略）
(2) 人々の健康や生活環境を支える事業について，学習の問題を追

究・解決する活動を通して，次の事項を身に付けることができるよ
う指導する。

ア（略）
イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に付けること。
(ｱ)供給の仕組みや経路，県内外の人々の協力などに着目して，飲料

水，電気，ガスの供給のための事業の様子を捉え，それらの事業
が果たす役割を考え，表現すること。

(ｲ)（略）
～（略）～
供給の仕組みや経路に着目するとは，飲料水，電気，ガスの確保に向
けた取組や，飲料水，電気，ガスが自分たちの地域に届けられる仕組
みや経路について調べることである。飲料水の供給については，水源
林の確保，ダムや貯水池，浄水場での高度な技術を活用した浄水処
理や給水の仕組みなどを調べることである。（略）
県内外の人々の協力に着目するとは，飲料水，電気，ガスの供給に関
係する施設や事業所などの建設に関わる県内外の人々，節水（節電
や省エネ）などに関わる県内の人々の連携や協力について調べること
である。

第20回調査企画部会における主な意見と対応等

埼玉県の小学生用副読本（みなおそう埼玉の水）

昭和60年に初版を発行し、2023版で39版目となる。
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○大規模災害・事故等における最低限の水の確保（維持管理）
① 他のインフラ同様に老朽化が進んでおり、長期的な維持管理計画で進められているが、全国的な水インフラの状況はど

のようになっているか。

【出典】内閣官房水循環政策本部事務局 令和5年版水循環白書【出典】厚生労働省（令和4年12月）水道の諸課題に係る有識者検討会

＜水道用水＞

管路経年化率は、令和２年度時点におい
て20.6％であり、上昇傾向。

＜工業用水＞

管路経年化率、令和２年度時点において
49％であり、上昇傾向。

＜農業用水＞

法定耐用年数の超過率は、更新整備により、
抑制されているものの、基幹的施設、基幹的
水路ともに上昇傾向。

令和元年度時点において、基幹的施設で55％、
基幹的水路で43％の超過率である。

【出典】農林水産省 令和4年度第4回食料・農業・農村政策審議
会農業農村振興整備部会

注）管路経年化率とは、法定耐用年数40年を超えた管路の割合

第20回調査企画部会における主な意見と対応等
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徳島県工業用水

鳴門市

徳島市

松茂町

北島町

藍住町

今切川河口堰

旧吉野川
河口堰

浸水深（ｍ）

：取水地点

：農業用水管
：工業用水管
：接続予定箇所

＜凡例＞

徳島県津波浸水想定（平成24年10月）を元に作成

津波浸水想定と水道用水・工業用水の取水位置

写真：徳島県緊急ポンプ車

（緊急時に農業用水管と工

業用水管をポンプで接続し、

工業用水の供給を継続）
柿原取水口

第十取水口

吉野川下流域では、旧吉野川沿川で都市用水が取水されているが、南海トラフ地震による津波浸水被害が懸念。
農業水利施設（パイプライン）と工業用水管が近接する箇所において、緊急時に調整を経て双方を接続することで、津波浸水被害が及ばない上
流より取水した水を農業水利施設を介して工業用水へ供給。
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○大規模災害・事故等における最低限の水の確保（リスク管理）
② 複線化や取水口の追加は、費用がかかり難しいので、財源も含めた実現性を踏まえて、方向性を示す必要がある。

緊急時の用水確保等への期待国営吉野川下流域土地改良事業 概要図

【出典】厚生労働省（令和3年12月）：全国上水道水管橋
緊急調査の結果について

＜水管橋の複線化に向けた取組＞
全国の水管橋の数は、3,481箇所であり、う
ち、1,400箇所（40%）がバックアップを有して
いない。
厚生労働省では、生活基盤施設耐震化等
交付金において、河川を横断する導水管及
び送水管の複線化事業の補助メニューを令
和5年4月に創設。

複線化等のリダンダンシーの確保については、整備の容易さに配慮することを今後の方向性に位置付けるよう検討したい。

国営吉野川下流域土地改良事業による緊急時の用水確保の事例

第20回調査企画部会における主な意見と対応等



発災時の連絡系統（利根導水路の事例）

国土交通省 東京都 埼玉県 群馬県 土地改良区

独立行政法人水資源機構

利根導水防災本部

独立行政法人水資源機構

本社防災本部

水資源機構利根導水総合事業所では、平成19年度に管理運営協議会にて関係機関、関係利水者の了解を得て、管内において震度4以上の地
震が発生した場合の施設操作に関する指針を策定している。原則として通水量の減量、停止は事前に関係機関及び関係利水者の了解を得た上
で行っているが、震度６弱以上では事前了解を得ずに通水停止・減量等の操作を行える体制を関係機関、関係利水者と構築している。これにより
遅滞なく施設点検、安全確認することを可能としている。

また、施設の存する関係市と災害対策用資機材の相互融通に関する協定を締結することで、被害の拡大防止および早期復旧のための協力体制
を構築している。
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○大規模災害・事故等における最低限の水の確保（リスク管理）
③ 東京では、利根川・荒川中流と江戸川下流の大きく分けて２つの取水口があるが、１つがダメになった時にいかに対応す

るかを、利水者だけでなく河川管理者や他の関係者とも議論することが重要であり、具体的なリスクを想定し、具体策に踏
み込んだ計画づくりが必要である。

④ 平時から事業者間で協力体制を構築し、BCPに反映することが有効である。

協力体制構築事例（地震に対する備え）

管理運営協議会の構成員

会長 独立行政法人水資源機構

委員

関係自治体（関係部局）
水道用水関係者（水道用水供給事業者、水道事業者）
工業用水関係者
農業用水関係者（土地改良区）

関係者間での協力体制の構築や平時からの連携の重要性については認識しており、今後の方向性に位置付けるよう検討
したい。

第20回調査企画部会における主な意見と対応等

【出典】水資源機構



○大規模災害・事故等における最低限の水の確保（リスク管理）
⑤ 事故対策や水道システムの省エネが見込まれるような取水地点変更に伴う水利権変更については、柔軟な対応を期待し

たい。

リスク管理体制構築の中で、危機時の対応等を事前に検討・共有を図るとともに、大規模災害・事故等における緊急的な水
融通等については、引き続き柔軟かつ迅速な対応に努める。

省エネが見込まれるような取水地点変更に伴う水利権変更については、河川の流況や関係河川使用者への影響等を踏ま
えつつ、所定の協議等を円滑に実施するよう努める。
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３．計画を策定する上での留意点
（１）危機時において必要な水を確保するための施策の展開
②ソフト対策
（危機時における柔軟な対応）
危機時においては、需要と供給に関わる各関係者がそれぞれの役割に応じて柔軟な対応を行う必要がある。

○ 深刻な渇水が発生した際に、取水制限等の需要側の対策とともに、ダムの用途外の容量の活用といった供給側における柔軟な対
策を実施することにより、渇水に対して長く持ち堪えた事例がある。

○ 危機が発生した際の応急対応及び復旧対応の段階では、河川管理者、利水者、都府県等の関係機関の調整による柔軟な水供給が
重要である。

○ 地震等の大規模災害、水インフラの老朽化に伴う大規模な事故、危機的な渇水等の危機時における代替水資源として、これまで
の導入事例を参考にするとともに、地域の実情及び技術の進展に応じて、地下水及び雨水・再生水の利用の可能性を検討すること
が重要である。

リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について（平成29年5月答申）～抜粋～

第20回調査企画部会における主な意見と対応等
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○全般（経営・コスト）

① 今後の社会変化を考えると、水需要の変化だけでなく、インフラの維持管理コストがかかるので、インフラの峻別が必要と
なる。維持管理に対する社会のコスト負担についても盛り込んでほしい。

② 水道事業者を例にすると、人口減少で１人当たりの負担が増加し、量が確保できても経済的なリスクは高まると考えられ、
コストのリスクマネジメントが重要であり、水資源政策に位置付ける必要がある。

③ 気候変動などのリスクが顕在化する中で、既存ダムの柔軟な貯水池運用や容量配分の見直しに関する議論が進むことは
非常に重要である。また、これにより利水者の経営改善につながれば、水インフラの老朽化対策にもつながるのではないか。

水道事業者については、水道料金の平均は近年わずかに上昇傾向にあるが、小規模な水道事業体ほど経営基盤が脆弱
で、経営的に厳しい状況にある。

老朽化した施設の更新などに必要となる財源を十分確保できない場合、水インフラの施設機能の保全に万全を期すことが
できなくなる。

今後は、社会情勢の変化を踏まえて、引き続き管理すべき施設とあわせて、それらを維持するためのコストのあり方やリス
クを認識し、負担に対する理解を得られる取組などについて、考える必要があるものと認識している。

そのような状況のもと、経営状況が厳しい水道事業者等※において、維持管理費に占めるダム等の管理費（ダム使用権等
を有さない水道事業者においてはダムと関連する受水費）の割合が大きく、かつダム等の供給力に余力がある場合、他の
需給がひっ迫している水道事業者※や他用途への有効活用ができれば、経営改善につながる一つの方策となることが期待
される。

第20回調査企画部会における主な意見と対応等

※：ダム使用権等を有する水道事業者及び水道用水供給事業者



水資源を巡る情勢の変化（平成27年３月答申以降）

修正と追加について
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（注） 20 世紀末（1980～1999 年平均）を基準とした21 世紀末（2076～2095 
年平均）における将来変化量（バイアス補正済）。
青：2℃上昇シナリオ (RCP2.6)
赤：4℃上昇シナリオ (RCP8.5)
棒グラフ：20世紀末の変動幅

○「日本の気候変動２０２０｣（文部科学省、気象庁）によると、将来の気候変動の影響により、年間の無降水日
の日数が増加するとともに、北海道の一部地域を除き、降雪・積雪は減少すると予測されている。

○そのため、降水の減少や融雪水の減少により、将来の渇水リスクが高まる懸念がある。
○また、融雪時期の早期化により需要期の河川流量の減少、これに伴う需要と供給のミスマッチが生じる

可能性がある。

将来の年最深積雪（%）将来の年無降水日（日）

（注） 現在（灰色、1980～1999年平均）を100%としたときの、
21世紀末（2076～2095年平均）における年最深積雪量。
青：2℃上昇シナリオ (RCP2.6)
赤：4℃上昇シナリオ (RCP8.5) 出典： 文部科学省 気象庁

「日本の気候変動2020」

無降水日（日降水量1.0㎜未満の年間日数）が
4℃上昇で約8.2日増加（全国）

積雪深の年最大値及び降雪量年最深積雪が
2℃上昇で約30%、4℃上昇で約70%減少（全国）
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＜修正＞気候変動による降水や積雪への影響（文部科学省 気象庁）

約
8.2日

約 約
30% 70%



＜変更＞産業構造の変化（デジタル化の進展に伴う産業構造の変化）
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○ 産業構造等の変化に伴う水需要の変化として、「新型コロナウイルスの悪影響回避や経済安全保障の観点で、国内の生産拠
点整備への各種支援が今後進展していくことに伴い、工業用水の需要増大の可能性がある」ことが示唆されている。

【出典】厚生労働省・経済産業省 令和４年度 第１回水道分野における官民連携推進協議会資料

【出典】左右ともに、経済産業省（令和5年6月）第14回 産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会資料

微細な加工を必要とする半導体は、わずかな塵やごみが付着しても
性能を発揮できないため、各工程の終了後には、入念な洗浄を行う
必要があるために非常に多くの水を使用する。

大規模な半導体の生産拠点の整備・拡張に当たっては、新たな工業
用水の需要が生じる。

半導体関連産業をはじめ、様々な分野で生産拠点の整備に向けた投
資が進展。

特に大量の工業用水を必要とする半導体関連産業等の国内立地を
進める上で、新規建設を含め、工業用水道の整備への期待が高まっ
ている。

大規模な半導体生産拠点の整備・拡張と工業用水の需要 各分野の生産拠点整備に向けた投資状況と工業用水道への期待

大規模な半導体生産拠点の立地（予定を含む）地域



＜追加＞工業用水道事業の現状と今後の方向性について

○ 工業用水道は、工業の水需要の４割を支える重要な産業インフラであり、特に大量の工業用水を必要とする半導体関連産業
等の国内立地を進める上で、新規建設を含め、工業用水道の整備への期待が高まっている。

○ そのため、工業用水道事業費補助金制度においては、これまでの施設更新・耐震化事業の交付対象から新規建設について
も補助金交付を検討すべきとの意見がある。

【出典】経済産業省（令和5年6月）第14回 産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会資料
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【出典】左右ともに、経済産業省（令和5年6月）第14回 産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会資料



ハリケーン「アイダ」に起因する大雨に
より､ニュージャージー州やニューヨーク
州等で洪水が発生。死者96人。

中国（2021年7月）

河南省で「1000年に1度」と
される豪雨による洪水が発生。
死者・行方不明者398人。

欧州広域（2022年8月）

欧州各地の河川において、異例の
水位低下を観測｡ドイツではライン川
で石炭等の船舶輸送停滞を招いた。

西欧（ドイツ･ベルギー）（2021年7月）

ラインラント・プファルツ州等で住宅倒
壊を伴う洪水が発生。死者197人。

Credit: Thomas Lohnes/Getty Images News/Getty Images

写真：新華社/アフロ

中国（2022年8月）

猛暑による電力需要の急増と
降雨量不足により水力発電量が
低下。工業地帯に大きな影響。

韓国（2022年8月）
韓国首都圏に
おいて、豪雨
により浸水、
土砂崩落被害
が発生。地下
施設への浸水
等により死者
17人。

米国（2020-22年）
フーバーダム
のミード湖で
取水制限の
実施に加え、
1937年の湛
水以来最低
水位を記録。

インド（2021年7月）

マハーラーシュトラ州で
発生したモンスーンの大雨に
より洪水、地すべりが発生。
死者213人、行方不明者8人。

写真：AP/アフロ

パキスタン（2022年6月-8月）

長期間にわたる大雨により、イン
ダス川等の河川が氾濫し、広範囲
で浸水が発生。死者1,191人。

アフリカ東部（2020-22年）

ソマリア、エチオピア、ケニアで
3年連続で少雨な雨期となり､農業､
牧畜業等に甚大な被害が発生。

凡例 ：洪水 ：干ばつ

米国（2021年8月）

※記載内容については、各国報道等から入手したものであり、暫定的な情報となっております。

Credit: Maja Hitij/Getty Images News/Getty Images

Credit: SOPA Images/LightRocket/Getty Images Credit: Anadolu Agency/Anadolu Agency/Getty Images

Credit: George Rose/Getty Images News/Getty Images

Credit: Spencer Platt/Getty Images News/Getty Images

Credit: Bloomberg/Bloomberg/Getty Images

Credit: VCG/Visual China Group/Getty Images

＜追加＞近年の世界各国における水関連災害（洪水・干ばつ）

○ 近年、世界各国において激甚化した洪水や干ばつ等の水関連災害が頻発しており、気候変動による影響についても指摘がな
されている。
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（１）運用高度化支援事業

収入機会の拡大や費用削減等に資する運用高度化に必要となる設備投資等への補助を行いま
す。
（２）新規開発可能性調査支援事業
揚水発電の新規開発の可能性を検討する調査への補助を行います。
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○ 気候変動緩和策では、既存ダムの運用高度化による増電の試行（洪水時の運用高度化、融雪水の有効活用など）の他に、
揚水発電による蓄電機能を最大限確保する動きあり。

○ 一般水力発電が、ベースロード電源の位置付けであるのに対し、揚水発電は電力需給ひっ迫時における供給力及び導入
が拡大している再生可能エネルギーの自然変動を平準化できる蓄電能力を有する発電方式として、その重要性が増大。

○ 経済産業省では揚水式発電の運用高度化や導入支援を実施。（運用高度化支援事業、新規開発可能性調査支援事業）

【出典】経済産業省 資源エネルギー庁(令和5年6月)令和4年度エネルギーに関する年次報告 (エネルギー白書2023)

【九州エリア需給実績と出力抑制の状況（2020年4月30日）】

日本には2023年1月時点で42か所の揚水式発電所があり、最大出力は4946万kWに及ぶ。2023年1月の電力調査統計による
と、電気事業者の揚水式発電による発電電力量は7.1億kWh（水力発電の総電力量は51.4億kWhで揚水式の割合は13.8%）

＜追加＞気候変動緩和策としての水力発電

1日の電力消費量は時間帯により大きく異なり、ピーク時には最も少
ない時の約2倍にも達します。

揚水式は、これらピーク時に対応する発電方式で、主として地下に造
られる発電所とその上部、下部に位置する2つの池から構成されます。

昼間のピーク時には上池に貯められた水を下池に落として発電を行
い、下池に貯まった水は電力消費の少ない夜間に上池にくみ揚げられ、
再び昼間の発電に備えます（最近では、昼間の太陽光で発電した電気
を利用して揚水を行い、夜間に発電する機会が増えている地域もある
（九州電力(株)HPを参考））。

このように揚水式は、池の水を揚げ下げして繰り返し使用する発電
方式です。

【揚水式発電の仕組み】

【出典】経済産業省 資源エネルギー庁HPに水資源部で加筆

揚水式発電の実績

電力消費の
多いピーク時

電力消費の
少ない時

【支援事業】

【出典】令和４ 年度「 揚水発電の運用高度化及び導入支援補助金 」に係る補助事業者募集要領より

（注） 太陽光発電の自家消費分は、「太陽光」には含まれず、「電力需要」の減少分として表れている。



上位予測

中位予測

下位予測51メンバー

従来：３日程度

アンサンブル予測：15日先まで

～3日先
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○ 洪水時や渇水時の施設運用等において、従来の３日程度先より長時間の降水量について、不確実性を加味した気象・水文予
測技術等による情報の活用を推進。

＜追加＞水インフラ管理におけるデジタル技術の活用

現状の活用状況（水資源機構の例）

現状は、主に洪水に対する事前の貯水池運用において、試行的に活用している。

長時間の降水量予測が複数得られることで、洪水調節に関する各種情報の発生確率や貯水位を洪水貯留準備水位より低下させた場合の回復確
率が得られ、従来よりも多くの情報と確率データによる洪水への対応の有効性を検証している。

4日～7日先 8日先～

事前放流に至る確率

ゲート放流に至る確率

洪水調節に至る確率

緊急放流に至る確率

貯水位回復確率

アンサンブル予測の概要

アンサンブル予測の有効性の検証

（水資源機構で試行導入している予測システム）

今後、利水面において期待される効果

従来より長時間の降水量予測情報やダム操作の判断に利用する降水量や流入量の確率データが得られることで、柔軟な貯水池運用が可能となり、
例えば貯水位を高めに管理しても洪水調節に支障を来すことのない貯水池運用が可能となる。

貯水位を高めに管理することで、渇水被害の軽減（計画規模以上の渇水時の利水補給など）や水力発電の増電（落差の拡大、使用水量の増加）が
期待される。

降雨予測データ：ヨーロッパ中期予報センター(ECMWF)
メンバー数：51メンバー
解 像 度：25㎞ → 1km又は5㎞
時間間隔：3時間 → 1時間

深層学習時空間
ダウンスケーリング

【出典】水資源機構に水資源部で加筆
【出典】水資源機構に水資源部で加筆



■ＩＣＴを活用した農業用水の水管理

・スマホ等により、給排水栓を自動制御し、土地改良
区等が管理するポンプ場から圃場までを連携。

・水利用に応じた効率的な配水を行うことにより、
節水・節電効果が発現。
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○ 公共インフラの管理においては、ドローンやICTなどのデジタル技術の導入推進に向けた取組を実施。

○ 水インフラの管理においても、水道事業間でのIoTデータの利活用や「水道IoT」、「ICTを活用した農業用水の水管理」など

デジタル技術の活用が進んでいる。

○ 遠隔地域の事業間連携による労力削減などの効率的な維持管理、ビッグデータ活用による需要予測並びに配水圧力の最

適化による高度な運用計画等の実現、給水栓の自動化や需要に応じた機器制御による節水・節電等の効果が期待される。

■水道IoTの推進（ｽﾏｰﾄﾒｰﾀ、監視制御ｼｽﾃﾑ統合）

・IoT等により、検針や漏水発見等の業務の効率化

・ビッグデータの収集・解析により配水の最適化や故
障予知診断の効果

＜追加＞水インフラ管理におけるデジタル技術の活用

・IoTデータの利活用による社会インフラ運営システムを推
進するため、経済産業省と厚生労働省が連携し、水道事業
間でのデータ利活用や広域連携のための共通基盤となる水
道情報活用システムの標準仕様を策定。

・令和２年５月から標準仕様を実装した水道標準プラット
フォームの運用を開始し、令和４年２月より工業用水道に
ついても運用を開始。

・水道情報活用システムにより、過去の点検データを用いた
設備の効率的な維持管理や浄水場の効率的、効果的な運転
監視等を実現するとともに、遠隔地域の事業間連携におけ
るプラットフォームとなることが期待される。

■水道情報活用システムの運用

【出典】経済産業省（令和５年２月）工業用水道事業における官民連携の推進
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【出典】：左右ともに、厚生労働省（令和５年３月）令和４年度全国水道関係担当者会議

○ 小規模な水道事業体ほど経営基盤が脆弱で、給水原価が供給単価を上回っている（＝原価割れしている）。

○ 水道料金の平均は近年わずかに上昇傾向にあるが、原価割れの状況を改善するには至っていない。

○ 管路経年化率は上昇傾向にあり、施設の老朽化が進んでいることから、料金収入による健全かつ安定的な事業運営のた
めに本来必要となる水道料金の値上げを実施しない場合、一般会計からの繰入れ（税金）による対応をとらない限り、老朽
化した施設の更新などに必要となる財源を十分確保することができず、水インフラの施設機能の保全に万全を期すことがで
きなくなる。

上水道事業の料金回収率（供給単価／給水原価）
水道料金の改定状況

【出典】左右ともに、厚生労働省（令和4年12月）水道の諸課題に係る有識者検討会管路経年化率：法定耐用年数（40年）を超えた管路の割合

＜追加＞水道事業者の経営状況


